
④廃止

意見等
平成30年4月に補助金交付規則を全部改正し、また個別の補助金の交付要綱が整備さ
れたため、しばらくは、この規則等の基準に沿って、運用をしていく。

① 現状維持 ②改善して町が実施 ③改善して町以外が実施

方向性

０５

課題
（箇条書き）

・定期的な補助要綱の見直し
・特定の団体に対する補助の形骸化の防止

総
合
評
価

Ａ：妥当性、有効性、効率性は良好のため、引き続き事業を推進する
Ｂ：妥当性・有効性・効率性は良いが、一部改善し推進する
Ｃ：事業全体を見直す必要がある
Ｄ：事業継続の必要性がない（休止・廃止）

Ａ

説明 各補助金の交付要綱が整備されたことにより、補助対象などが明確となった。

０３

０４

０１ 事業費補助方式の検討 - B

０２

分野別方針 ７　自治体経営

実施計画事業 事業費補助方式の検討（No.74）

予算事業名
事業費

執行率（％）
総合評価

重点的方針 １-５　地域コミュニティの醸成支援

事務事業評価シート（平成29年度実績）

担当部課等名 財務課

まちづくりの方向性 １　生活の質の向上と定住人口の確保



重点的方針 ４-２　戦略的な自治体運営及びスリムな財政運営の推進

事務事業評価シート（平成29年度実績）

担当部課等名 財務課

まちづくりの方向性 4　戦略的行政運営

分野別方針 ７　自治体経営

実施計画事業 財政管理事業（No.86）

予算事業名
事業費

執行率（％）
総合評価

０１ 財政管理事務経費（公会計システム） 86.2 B

０２

０３

０４

方向性

④廃止

０５

課題
（箇条書き）

・予算等への活用の研究

総
合
評
価

Ａ：妥当性、有効性、効率性は良好のため、引き続き事業を推進する
Ｂ：妥当性・有効性・効率性は良いが、一部改善し推進する
Ｃ：事業全体を見直す必要がある
Ｄ：事業継続の必要性がない（休止・廃止）

Ｂ

説明 統一的な基準に基づいた資料が作成できたので、活用方法等について研究が必要である。

意見等 活用方法の研究、活用する職員のスキルアップが必要。

① 現状維持 ②改善して町が実施 ③改善して町以外が実施



２６ ＩＴコーナー管理運営事業 97.5 Ｂ

課題
（箇条書き）

・各施設の老朽化、維持管理経費の確保、施設数、使用料の価格など、課題は山積
している。
・人口減少が顕著となってきた中、経費節減も限界に近付いていることから、施設数
の調整を図るべき状況である。

２４ 山西プール施設管理運営事業 95.4 Ａ

２５ 町民温水プール施設管理運営事業 98.4 Ａ

２２ 町立体育館施設管理運営事業 96.7 Ａ

２３ 町民運動場施設管理運営事業 90.5 Ａ

２０ テニスコート施設管理運営事業 81.0 Ａ

２１ 武道館施設管理運営事業 94.7 Ａ

１８ 生涯学習センター管理運営事業 96.8 Ａ

１９ ふたみ記念館管理運営経費 92.6 Ｂ

１６ 消防庁舎維持管理経費 92.8 Ａ

１７ 図書館運営事業 99.0 Ａ

１４ 環境衛生センター維持管理経費 89.6 Ａ

１５ 観光施設維持管理経費 95.0 Ａ

１２ 町民活動サポートセンター管理運営事業 98.6 Ａ

１３ 町民サービスプラザ管理運営事業 99.4 Ｃ

１０ 保健センター管理運営経費 96.1 Ｂ

１１ 高齢者福祉施設等関係経費 99.0 Ａ

０７ 老人憩いの家維持管理経費 98.6 Ｂ

０８ 児童館維持管理経費 99.2 Ｂ

０９ 防災コミュニティーセンター管理事業 95.5 Ｂ

０５ 町民センター維持管理経費 97.2 Ｂ

０６ 駅前町民会館維持管理経費 88.4 D

０３ 庁用車管理経費 92.0 Ａ

０４ 一般経費（各種管理責任者講習） 60.0 Ａ

０２ 財産管理経費（公有財産システム保守等） 92.3 Ｂ

分野別方針 ７　自治体経営

実施計画事業 公有財産管理運営事業（No.89）

予算事業名
事業費

執行率（％）
総合評価

事務事業評価シート（平成29年度実績）

担当部課等名 財務課

まちづくりの方向性 ３　交通環境と防災対策の向上

重点的方針 ３-２　公共施設の総合的マネジメントとコンパクトさを活かした暮らしやすいまちづくり

０１ 庁舎維持管理経費 97.8 Ａ



総
合
評
価

Ａ：妥当性、有効性、効率性は良好のため、引き続き事業を推進する
Ｂ：妥当性・有効性・効率性は良いが、一部改善し推進する
Ｃ：事業全体を見直す必要がある
Ｄ：事業継続の必要性がない（休止・廃止）

B

説明
国の要請に応じ、H29年3月に公共施設等総合管理計画を策定したが、施設個別の計画
はまだ策定できていない。再配置実施計画の方向性を意識しながら、各施設を所管する
課は、自発的に一定の計画（方向性）を示すべき状況である。

方向性

④廃止

意見等

公共施設及び公用施設の維持管理に必要な予算を確保し、適切な維持管理努める必要
がある一方で、耐震化、バリアフリー化、省エネ化など、機能向上についても重要課題とし
て認識しなければならず、補助制度を調査するなどし、実現可能性の検証をすることが求
められる。また、施設の更新、維持管理等に関する検討材料として、公会計の導入を推進
するべき状況である。

① 現状維持 ②改善して町が実施 ③改善して町以外が実施


